
幼児教育推進体制等を活用した幼保小の架け橋プログラム促進事業
実施の経緯

（担当：初等中等教育局幼児教育課）

R1

①幼児教育推進体制を活用した
   地域の幼児教育の質向上強化事業【補助】
 （R1～R6）

R4 R6 R7

③幼児教育推進体制等を活用した
 幼保小の架け橋プログラム促進事業【補助】

 （R7～）

・幼児教育センターの設置や幼児教育ア
ドバイザーの配置
・幼児教育施設への指導助言
・「幼保小の架け橋プログラム」の実施
（架け橋期のカリキュラム開発会議、
架け橋期のコーディネーターの配置、
架け橋期のカリキュラムの作成・実施・
改善）

全国規模で「幼保小の架け橋プログラム」の更なる促進を図る。

②幼保小の架け橋プログラム事業【委託】
 （R4～R6）

・幼児教育センターの設置や幼児教育アドバイザーの配置
・幼児教育施設への指導助言

・モデル地域における「幼保小の架け橋プログラム」の実施
・架け橋期のカリキュラム開発会議
・架け橋期のコーディネーターの配置
・架け橋期のカリキュラムの作成・実施・改善

事業の経緯



幼児教育推進体制等を活用した
幼保小の架け橋プログラム促進事業

・ 幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、家庭や地域
の状況に関わらず、全ての子供が格差なく質の高い学びを享受でき、その後の学びへ
と接続できるよう、幼児期及び幼保小接続期の教育の充実を図ることが重要である。

・ 国においては、この趣旨を実現するため、モデル地域における「幼保小の架け橋プ
ログラム」の実践・成果検証を行ったところ、小学校入学当初の教師の指導方法が
変わり、子供の主体的な姿がより見られるようになってきているなどの成果が上がっ
ている。

・ 一方で、全国的にみると幼保小の接続に関する取組は未だ不十分であり、設置
者や施設類型を問わず、各地域において幼保小の関係者が連携・協働し子供の発
達や学びの連続性を確保したカリキュラムの実施や教育方法の改善などが必要で
ある。

現状・課題

グラフ等データ

幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を図るため、自治体における幼児教
育センター等の幼児教育推進体制等を活用した、架け橋期のコーディネーター等
の育成・派遣を推進すること等により、５歳児から小学校１年生までの架け橋期の
カリキュラムの策定･実施・改善を行うための体制を構築し、全国規模で「幼保小の
架け橋プログラム」の更なる促進を図る。

事業内容

令和7年度予算額 ５億円
（新規）

補助対象
経費

幼児教育アドバイザーや架け橋期のコーディネータ等の派遣・育成に必要な経費
架け橋期のカリキュラム開発会議等の開催に必要な経費
実践研究、巡回訪問、公開保育・研修等の実施に必要な経費
（人件費、会議費、諸謝金、旅費、委託費等）

実施主体 都道府県
市区町村 補助率 架け橋期のカリキュラムの実施、人材育成：1/2

幼児教育アドバイザー活動※：1/3

（担当：初等中等教育局幼児教育課）

教育委員会

幼児教育センター 福祉・保健等
担当部局

小学校等

保育所

認定こども園

◆架け橋期のコーディネーターの派遣
◆架け橋期のカリキュラム策定・実施・改善
◆カリキュラムの実践研究、普及・啓発活動

◆幼児教育に関する指導･助言
◆障害のある幼児･外国人幼児受け入れ等の課題を持つ園への支援

◆研修の実施
◆研修教材の作成

「幼保小の架け橋プログラム」の促進

架け橋期のカリキュラムの実施

幼児教育アドバイザー活動

人材育成

連携
幼稚園

※「幼児教育推進体制を活用した地域の幼児教育の質向上強化事業」の実施実績が２年以下の自治体が対象。

[都道府県・指定都市の負担分に対して普通交付税措置]



幼児教育アドバイザー及び架け橋期のコーディネーターについて

幼児教育アドバイザー 架け橋期コーディネーター

位置付け
幼児教育・保育に係る指導・助言を専ら担当する者。

※「幼児教育推進体制を活用した地域の幼児教育の質
向上強化事業（R1～）」において配置促進。

幼児教育施設と小学校の両施設に対して、「架け橋期のカリ
キュラム」の作成・実施に向けた助言等を主に担当する者。

※「幼保小の架け橋プログラム事業（R4～）」において配置。

役割

 域内の幼児教育施設等への訪問支援等を通じて、
教育内容や指導方法、環境の改善等について助言
等を行う。

 ０～２歳の乳幼児への対応や、外国人幼児への支
援等、地域の実情も踏まえ、幼児教育施設の抱え
る課題解決に向けた指導・助言等も行う。

 幼児教育施設と小学校等の施設に対して、「架け橋
期のカリキュラム」の作成・実施など幼保小の円滑な
接続に向けた助言等を行う者。

 また、カリキュラムの開発会議等で中心的な役割を担
う。
(自治体によっては、幼児教育アドバイザーがコーディ
ネーターとしての役割を担っている場合もある。）

勤務経験
（実績）

幼稚園等の園長・副園長等 幼稚園等の園長・副園長、小学校の校長等

（単位：人）

小計 552 (5) 小計 581 (6) 小計 112 (1) 小計 383 (4)

うち、
都道府県

381 (11)
うち、
都道府県

408 (12)
うち、
都道府県

61 (2)
うち、
都道府県

216 (6)

うち、
市区町村

171 (2)
うち、
市区町村

173 (2)
うち、
市区町村

51 (1)
うち、
市区町村

167 (2)

※1：（）書きは、１自治体あたりの平均値。R7年度交付自治体　計105自治体（都道府県35団体、市区町村70団体）
※2：地方自治体が独自の予算で配置している人数も含まれる

※３：幼児教育アドバイザーと架け橋期のコーディネーターを兼務している場合もある
※４：非常勤や嘱託の場合も1人と計上している

　幼児教育アドバイザーについて

R6
配置
実績

R7
配置
予定

　架け橋期のコーディネーターについて

R6
配置
実績

R7
配置
予定



幼児教育推進体制を活用した
地域の幼児教育の質向上強化事業

○ 複数の施設類型が存在し、私立が多い幼児教育の現場において、公私・施設類型問わず幼児教育の質の向上等の取組を一体的に推進するためには、
教育内容面での質向上を担う地方公共団体の体制の充実が必要。

○ また、幼児教育施設の教職員が幼児教育の質向上にしっかり向き合うことができるよう、地域の幼児教育に関する課題に対して的確に対応した保健・
福祉等の専門職をはじめとした人的体制の充実を図ることが必要。

背景・課題

地域全体の幼児教育の質の向上を図るため、幼児教育センターの設置やアドバイザーの配
置、外部専門職や自治体の保健、福祉部局との連携等により、地域の課題に的確に対応する
自治体における幼児教育推進体制の充実・活用への支援を強化。

事業内容

○○県(市)
幼児教育センター

幼児教育アドバイザー
の配置・育成

•幼児教育アドバイザー（幼保小接続アドバイザー含む）の配置、質向上の
ための取組、新規アドバイザーの育成

•外部専門職や自治体の保健、福祉部局との効果的な連携

•研修支援・巡回訪問の充実（保健、福祉等の専門職を含む）
•幼保小接続の推進、接続カリキュラムの作成・活用
•人材育成方針の更新・活用 等

•都道府県・市町村の連携を含めた関係者間の情報共有
•域内全体における幼児教育の質向上を図るための仕組み作り

体制の
充実

体制の
活用等

域内全体
への波及

•幼児教育推進体制未実施地域の整備促進策に関する実証研究＜委託事業＞

都道府県、市町村
（補助）７～９百万円程度（１／２）×８７団体
（委託）１３０万円程度×４団体

補助対象
単価・個所数

・補助率

対象経費
【補助】 ・幼児教育アドバイザー配置に必要な経費（人件費等）

  ・専門職との連携に必要な経費（謝金等）
  ・研修・巡回訪問等に必要な経費（謝金、旅費等）

新規体制整備促進策

△△市
保健・福祉部局

妊産婦、子育て世帯、
子どもへの相談支援

連携

①幼児教育センターの設置
②担当部局一元化（ＰＴ等での対応可）
③小学校指導担当課との連携体制確保

補助要件

令和6年度予算額 3.5億円

（前年度予算額 3.0億円）

【委託】 ・検討会議運営経費（会議費等）
・先進地視察に係る経費（旅費）
・幼児教育アドバイザー試行配置経費（謝金等）

担当：初等中等教育局幼児教育課



幼保小の架け橋プログラム事業 令和6年度予算額 2.2億円
（前年度予算額 2.2億円）

委託先
① 都道府県、市町村
② 研究機関
③ 研究機関 等

背景・課題

事業内容

幼保小の接続期の教育の質的向上に向け、全ての子供たちの多様性にも配慮した上で学びや生活の基盤を育む「幼保小の架け橋プロ
グラム」を推進する。具体的には、全国的な取組の充実と併せて、モデル地域において、地方自治体の担当者や幼児教育施設及び小学校
の教職員等が連携・協働して「架け橋期のカリキュラム」を開発・実施するとともに、国において、その成果の検証等に関する調査研究を実施
する。

委託対象
経費

調査研究に必要な経費
（人件費、委員旅費、謝金等）

箇所数、
単価

① 19箇所 700万円／箇所【継続のみ】
② １箇所 4,800万円／箇所【継続のみ】
③ １箇所 2,000万円／箇所

モデル地域における実践・成果の検証等を通じた「幼保小の架け橋プログラム」の推進

①モデル地域における「幼保小の架け橋プログラム」の実施
中央教育審議会初等中等教育分科会「幼児教育と小学校教育の架け
橋特別委員会」における議論の成果を踏まえ、以下の取組を実施
・ 架け橋期のカリキュラム開発会議の設置・運営
・ 架け橋期のカリキュラムの開発、園や小学校における指導計画や保育の
計画の作成・実施、指導の改善

・ 架け橋期のカリキュラムの実施に必要な教材や研修等の開発・実施 等

②モデル地域の成果検証

研究機関による実地調査やヒアリング、アンケート等
の客観的な調査を通じて、モデル地域における「幼保
小の架け橋プログラム」の取組状況やその成果を検証
するとともに、幼保小の接続に関する改善事項を整理
し、全国展開に向けた提言を行う

③「幼保小の架け橋プログラム」の成果普及
「幼保小の架け橋プログラム」の更なる全国展開に向け、モデル地域における３か年の取組等を踏まえ、

「幼保小の架け橋プログラム」の取組・成果について、全国への広報・プロモーションを実施

担当：初等中等教育局幼児教育課



測定指標と目標値

・本補助事業の実施自治体数
（R7年度105⇒R9年度125）

・本補助事業のうち幼児教育アドバイザーの派
遣等に取り組む自治体数
（R7年度16⇒R9年度20）

インパクト

KPI
①

KPI
④

インプット
（資源）

アクティビティ（活動内容） 中期アウトカム
（成果目標）

短期アウトカム
（成果目標）

アウトプット（活動目標）

【幼児教育推進体制
等を活用した幼保小
の架け橋プログラム
促進事業】
Ｒ７年度
予算額
総額530,251千円

対象予定件数
161件

・架け橋期のカリキュラム
の策定・実施・改善に向け
た取組

・幼児教育アドバイザー
活動の実施

・架け橋プログラムの実施
に取り組む自治体の増加

・幼児教育アドバイザーの
派遣等に取り組む自治体の
増加

・幼児教育アドバイザー等
に対する人材育成に取り組
む自治体の増加

・本補助事業実施自治体にお
いて、幼児教育アドバイザー
等に対する人材育成が継続的
に行われている。

・本補助事業実施自治体にお
いて、幼児教育アドバイザー
による指導・助言等を受けた
幼児教育施設の増加

・本補助事業実施自治体にお
ける幼保小の連携・接続状況
の向上

長期アウトカム
（成果目標）

・事業モデルを全国展開することにより、全ての子供が格差なく、小学校以降の学びへと接続できる環境を構築する

（現状・課題を示すデータ）
・幼児教育実態調査におい
て、「幼児教育と小学校教
育の接続に関する取組を実
施している市町村」のうち、
“「架け橋期のカリキュラム」
の作成”を行っていると回
答した自治体数
R5年度：352/1,371

・「幼保小の架け橋プログラム」の実践・成果検証により、小学校入学当初の教師の指導方法が変わり、子供の主体
的な姿がより見られるようになってきているなどの成果があがっている。

・幼保小の接続に関し、カリキュラムの策定等を行っている自治体がいまだ1/4程度にとどまり、不十分な状況である。
・幼児教育アドバイザーや架け橋期のコーディネーター等の候補者の育成が進んでおらず、取り組みの持続可能性に課
題がある。

・全国における「幼保小の架け橋プログラム」の促進や地域の幼児教育推進体制の構築を通じて、全ての子供が格
差なく、小学校以降の学びへと接続できるよう、幼児期及び幼保小接続期の教育の充実を図る。

本事業
の

目的

「幼児教育推進体制等を活用した幼保小の架け橋プログラム促進事業」ロジックモデル （R７年度予算額：530百万円）

（関連施策）
・幼児教育推進体制
を活用した幼児教
育の「質」向上強化
事業（R1～R6）

・持続可能な実施体制の
構築に向けた人材育成

本補助事業実施自治体において、
育成された幼児教育アドバイザー等
が継続的に活動している。

・本補助事業実施自治体の幼児教
育施設において、保育者の質が向
上し、幼児期の教育の質の向上が
図られている。

・本補助事業実施自治体において、
幼児期及び幼保小接続期の教育の
質の向上が図られている。

・本補助事業開始当初と比べ、連携・接続の状況が
ステップアップした自治体の割合
（R7年度35%）

・本補助事業において、幼児教育アドバイザーによ
る指導・助言等を受けた幼児教育施設または市区
町村の割合（R7年度70％）

KPI
②

KPI
⑤

・本補助事業実施自治体において、子供の姿に変化
があったと回答した自治体の割合
（R9年度100%）

・本補助事業実施自治体において、保育者による子供
への関わり方や指導方法、園としての保育の在り方、
研修の実施等、継続的な幼児教育の質向上への取組状
況に変化があったと回答した割合（R9年度80%）

KPI
③

KPI
⑥

現状

課題

・本補助事業のうち人材育成に取り組む自治
体数（R7年度47⇒R9年度57）

KPI
⑦

・本補助事業実施都道府県の域内において、本メ
ニューの対象として幼児教育アドバイザー等の人材
育成を行う市区町村の割合（R7年度40％）

KPI
⑧

・本補助事業実施都道府県の域内において、幼児教
育アドバイザー等が配置されている市区町村の割合
（R9年度40％）

KPI
⑨

KPI
①

KPI
②

KPI
③

KPI
④

KPI
⑤

KPI
⑥

KPI
⑦

KPI
⑧

KPI
⑨



架け橋促進プログラムの全国展開に必要な方策

現状・目標 役割 全国展開に
向けた課題 対応策

都
道
府
県

市
町
村

○ 幼児教育センター設置
（83.0％）

○ 幼児教育アドバイザー配置     
（91.5％）

○ 架け橋期のコーディネー
ター配置（83.0％）

○ 域内の幼児教育施設へ
の指導・助言や研修の
実施

〇 域内の幼児期の教育に
関する調査研究・普及

○ 域内の市区町村の幼児
教育アドバイザー等の
支援

○ 域内の幼児教育施設へ
の指導・助言や研修の
実施

○ 関係部局が複数にわ
たることから、調整に
時間がかかる

○ 域内の施設数が多く、
カバーしきれないこと
から、事業実施にため
らい

○ 予算の確保

〇 適切な人材の不足

○ 事務局の脆弱な体制

○ 問題意識や関心の低さ

○ 未設置都道府県への幼
児教育センター設置に向
けた働きかけ

〇 都道府県による市町村
支援の推進

○ 予算補助の実施

○ 都道府県による幼児教育
アドバイザー等の人材育
成

○ 市町村間の広域連携
〇 積極的に取り組む市町村

の掘り起こし、知見の共
有

○ 幼児教育センター設置
（5.6％）

○ 幼児教育アドバイザー配置
（47.5％）

○ 架け橋期のコーディネー
ター配置（33.4％）

アクティビティ
（活動内容）

短期アウトカム
（成果目標）

アウトプット
（活動目標）

・本事業を通じてアドバ
イザー等の配置や架け
橋プログラムの促進に
取り組む都道府県・市町
村への補助

・本事業に取り組む
自治体の増加

・全市町村を対象に
都道府県による人材
育成の取組が行われ
る

・全市町村で架け橋
プログラムの取組が
進む

KPI

・全市町村での幼児
教育アドバイザー等
の配置が進む

・全都道府県での設
置・配置
・全都道府県内で積極的に
取り組む市町村の増加

KPI ・都道府県の域内
において、幼児教育アドバ
イザー等の人材育成を行う
市町村の割合100％

KPI ・全市町村で幼児教
育アドバイザー等が配置さ
れる

KPI ・全市町村で幼保小
連携・接続の取組状況がス
テップ３※以上となる

中期アウトカム
（成果目標）

長期アウトカム
（成果目標）

※ステップ３：交流が充実し接続を見通した教育課程を編成・実施している。
ステップ４：接続を見通した教育課程の実施結果を踏まえ、更なる改善が検討されている。

（目標）全都道府県での
設置・配置

（目標）全市町村での配置



幼保小接続に関するこれまでの経緯
幼稚園教育の成果を小学校へつなげるため、意

見交換などを通じて幼児と児童の実態や指導の在
り方について相互理解を深めたり、幼児と児童が
交流したりするなどの連携や交流を図る。

（答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び
        特別支援学校の学習指導要領等の改善について」）

幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続のため、
子供同士の交流活動や職員同士の情報共有の機
会などの連携を図る。           （幼稚園教育要領等）

子供の交流活動や教職員の意見交換等は実施されてきたが、「接続関係を具体的にすることが難しい」等の理由か
ら幼保小接続のための取組が十分とはいえない。今の学びがどのように育っていくのかを見通すことができ、今の学
習がどのように育ってきたのかを見通すことができる教育課程の編成・実施が求められる。
      （「幼児期の教育と小学校教育との円滑な接続の在り方について(報告)」）

幼児教育と小学校教育の円滑な接続を図る観点
から、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
を新たに位置付けることや学校全体で取り組むス
タートカリキュラムとすることが必要である。

(答申「幼稚園,小学校,中学校,高等学校及び特別支援学校の  
学習指導要領等の改善及び必要な方策等について)

小学校教師との意見交換会や合同の研究、「幼
児期の終わりまでに育ってほしい姿」の共有など、
小学校教育との円滑な接続に努めること。

（幼稚園教育要領等）

平成20年 平成20年
告示

平成22年

平成28年 平成29年
告示

５歳児と小学校１年生の各カリキュラムがバラバラに策定され理念が共通していない、小学校側の取組が教育方法
の改善に踏み込まず学校探検等にとどまる等から、５歳児のカリキュラムと小学校１年生のカリキュラムを一体的に
捉えることを推進。                                                               (「幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引き(初版)」)

幼保小が教育課程の違いを越えて相互理解を深めるためには、協働し共通の視点を持って教育課程や指導計画等を
具体化できるよう、架け橋期のカリキュラムを作成することが重要である。

（審議まとめ「学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について～幼保小の協働による架け橋期の教育の充実～」）

令和4年

令和5年

生活科を中心とした合科的・関連的な指導の
工夫（スタートカリキュラム）を行う。

（小学校学習指導要領）

入学当初はスタートカリキュラムの編成も効
果的である。                 （小学校学習指導要領解説）



架け橋期のカリキュラムについて

架け橋期のカリキュラム

各園や小学校では、これまでも、それぞれの教育課程や指導計画を検討・作成。特に、小学校ではスタート
カリキュラム、幼稚園等ではいわゆるアプローチカリキュラムの作成を進めてきた。
「架け橋期のカリキュラム」は、それぞれで作成されてきたこれらのカリキュラムを、幼保小の先生が、共通
の視点をもちながら、協働して作成するもの。

架け橋期のカリキュラムをもとに、幼児教育施設や小学校では、
指導計画（日案、週案、月案、単元
計画 等）を具体化し、活動や指導の
実践を進める。



（参考）カリキュラムのイメージ

（出典）『スタートカリキュラム スタートブック』 文部科学省国立教育政策研究所教育課程研究センター
  『発達や学びをつなぐスタートカリキュラム』文部科学省国立教育政策研究所教育課程研究センター

教育課程（カリキュラム）は、「幼稚園における教育期間の全体を見通したものであり、幼稚園の教育目標に
向かい入園から修了までの期間において、どのような筋道をたどっていくかを明らかにした計画である。その
実施に当たっては（略）具体的な指導計画を作成して適切な指導が行われるようにする必要がある。（略）指
導計画は、（略）一般に長期的な見通しをもった年、学期、月（略）などの長期の指導計画（略）と（略）よ
り具体的な幼児の生活に即して作成する週の指導計画（週案）や日の指導計画（日案）等の短期の指導計画の
両方を考えることになる。」（『幼稚園教育要領解説』）



「架け橋期のカリキュラム」の開発、実施・検証・改善について

幼保小の架け橋期（５歳児から小学校１年生までの２年間）の教育の充実を図るため、0歳から18歳の発達や学びの連続性
を踏まえ、5歳児のカリキュラムと小学校1年生のカリキュラムを一体的に捉え、幼保小の先生が、共通の視点を持ちながら、相互の
教育内容や教育方法の充実を図るため、協働して作成する架け橋期(5歳児から小学校1年生までの2年間)のカリキュラム。

年少

年中

小学校1年生

小学校2年生

小学校3年生

年長

教育の
連続性・一貫性

の確保

架け橋期

架け橋期のカリキュラム

 幼児教育施設と小学校が共通の視点を持って自園 ・ 自校の教育課程や指導計画等を具体化できるよう作成
（「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりとし、育成を目指す資質・能力を視野に入れながら策定）
 幼保小の先生が一緒に振り返って評価し、改善・発展させていく。⇒ 継続的なPDCAサイクルの構築
架け橋期のカリキュラムを作成した後は、子供の姿等を共に振り返り 、幼児期及び架け橋期の教育の改善・充実につなげていくことが重要

幼児期及び架け橋期の教育の充実に向けた継続的なＰＤＣＡサイクルの構築

取組による変化（効果）の例園・小学校での具体化（取組）のフェーズ

架け橋期のカリキュラムの開発
 共通の視点（期待する子供像、遊びや学びのプロセス、園で展開される活動

/小学校での各教科等の単元構成、先生の関わり、環境構成、子供の交流、
家庭と地域の連携等）をもとに、幼保小の合同会議などにおける対話を通し
て架け橋期のカリキュラムを作成。

検証・改善
 共通の視点が保育や授業の場面でどのような指導上の配慮となって表れている
のか、先生の指導の変容や子どもの変容等を幼保小が共に振り返り、教育目
標・教育活動を評価することで、架け橋期のカリキュラムの改善・充実を図る 。

教育活動の実施
 幼児教育施設では、小学校以降の教育を見通した教育活動、小学校では
幼児期に育まれた資質 ・ 能力を踏まえた教育活動を実施。

教育課程編成・指導計画作成
 架け橋期のカリキュラムをもとに、各幼児教育施設・小学校の教育課程の編
成 ・ 指導計画の作成をするとともに、スタートカリキュラムの位置付けの再確
認し、内容の改善を図る。

先生の指導の変化
【園】架け橋カリキュラムで「自分から気付いて行動するこども」など、主体性を育むことを
ねらいにしていたので、「待つ」「促す」「問う」「見守る」といった視点を大切にしながら保育
を行うことにした。
【小学校】各教科等において、幼児期に育まれた資質・能力を生かした学習活動が行
われるようになった。／スタートカリキュラムに、幼児教育施設の活動と各教科等のつなが
りや低学年の特性を踏まえた指導の工夫などを位置付けることができた。

先生の意識の変化
【園】５歳児の担任以外の先生も、５領域のねらい及び内容を通して育みたい資質・
能力を捉え直すことにつながった。また、小学校教育を見通しながら、それぞれの時期の
子供に必要な発達を促す活動を考えるようになった。
【小学校】幼児教育施設における子どもへの関わりを学んだことで、これまではしっかりと教
えなければと気負っていたことに気付いた。失敗したら子供と一緒に考えればよいと指導
観が変わった。

子供の変化
【園】子供が興味・関心をもったことに継続して取り組むようになったり、進んでチャレンジ
したりする姿が見られるようになるなど、遊びを楽しみながら自分の力でやり遂げようとする
力が育まれてきた。
【小学校】自分たちで企画、進行してやり遂げたり、自主に調べたりするなど、「やってみ
たい」の実現が主体性や行動力の高まりへとつながった。



市町村における幼保小連携・接続の状況、幼児教育と小学校教育の接続に関する取組

幼児教育と小学校教育の接続に関する取組

現状の整理（架け橋関係）

■ステップ０：
連携の予定・計画がまだ無い。

■ステップ１：
連携・接続に着手したいが、まだ検討中である。

■ステップ２：
年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、接続を見

通した教育課程の編成・実施は行われていない。

■ステップ３：
授業、行事、研究会などの交流が充実し、接続を見通した教

育課程の編成・実施が行われている。

■ステップ４：
接続を見通して編成・実施された教育課程について、実施結

果を踏まえ、更によりよいものとなるよう検討が行われている。
※1 母数：回答があった1,565市町村（幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園いずれも未設置の市町村を除く）
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

ステップ0
 12.9%
（202）

ステップ1
11.9%
（186）

ステップ2
48.9%
（766）

ステップ3
19.0%
（298）

ステップ4
 7.2%
（113）

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

実施してい
る 78.7%

（1,371 ）

実施してい
ない（無回
答含む） 

21.3%
（370 ）

・取組内容（複数回答可）

※1 母数：実施していると回答があった1,371市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

67.5%
（925)

74.5%
（1,022)

25.7%
（352)

6.3%（87)

14.4%
（198)

44.5%
（610)

0% 20% 40% 60% 80%

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

ア：自治体内の関係部局との情報共有等の
連携

イ：幼保小の関係者で構成される合同会議の
開催

ウ：「架け橋期のカリキュラム」の作成

エ：幼児教育と小学校教育の接続に関する研
修教材の開発

オ：幼児教育と小学校教育の接続に関する周
知広報資料の作成

カ：域内の幼保小における幼児教育と小学校
教育の接続の取組に関する実態把握



幼保小の架け橋プログラムの成果
（幼保小の架け橋プログラム事業におけるアンケート調査結果より）

Q．幼保小の接続に取り組んでいる中で、改善された小学校（学級）の課題があれば、
当てはまるものを選択してください。（当てはまるものを全て選択）



幼児教育アドバイザー等の配置状況
※幼児教育アドバイザー：幼児教育・保育に係る指導・助言を専ら担当する職員をいう。

都 道 府 県

配置状況

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数配置の内訳

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（501人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

配置
91.5%
（43）

未配置
8.5%
（4）

4.3%（2）
4.3%（2）

2.1%（1）

12.8%（6）

68.1%（32）

8.5%（4）常勤
 21.6%
（108）

非常勤
 25.3%
（127）

嘱託
 53.1%
（266）

■１人配置
■２人配置
■３人配置
■４人配置
■５人以上配置
■未配置

内訳

市 町 村

※1 母数：幼児教育アドバイザー等の配置人数（2,435人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

※1 母数：1,741市町村
※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数配置の内訳

配置
47.5%
（827）

未配置
 52.5%
（914）

20.5%
（357）

10.9%
（190）

5.9%
（102）

2.9%
（51）

7.3%
（127）

52.5%
（914）

常勤
60.7%

（1,479 ）

非常勤
22.7%
（ 553 ）

嘱託
 16.6%
（403 ）

内訳

■１人配置
■２人配置
■３人配置
■４人配置
■５人以上配置
■未配置

 幼児教育アドバイザー等を配置している市町村は47.5%であった。
 前回調査から市町村は119増加しており、近年増加傾向にある。

 幼児教育アドバイザー等を配置している都道府県は91.5％であった。
 前回調査から都道府県は４増加しており、近年増加傾向にある。



架け橋期のコーディネーター等の配置状況

都 道 府 県

配置状況

内訳

※1 母数：47都道府県
※2 グラフ中の（ ）内は都道府県数

配置人数配置の内訳

※1 母数：架け橋期のコーディネーター等の配置人数（179人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数

※架け橋期のコーディネーター：幼児教育施設と小学校の両施設に対して、「架け橋期のカリキュラム」の作成・実施に向けた助言等を主に担当する職員をいう。

配置
 83.0%
（39）

未配置
17.0%（8）

19.1%
（9）

12.8%
（6）

10.6%
（5）12.8%

（6）

27.7%
（13）

17.0%
（8）

常勤
 53.1%
（95）

非常勤
26.8%
（48）

嘱託
 20.1%
（36）

■１人配置
■２人配置
■３人配置
■４人配置
■５人以上配置
■未配置

市 町 村

※1 母数：架け橋期のコーディネーター等の配置人数（1,022人）
※2 グラフ中の（ ）内は配置人数※1 母数：1,741市町村

※2 グラフ中の（ ）内は市町村数

配置状況 配置人数配置の内訳

配置
33.4%
（582 ）

未配置
66.6%

（ 1,159 ）

21.0%
（366 ）

7.1%
（123 ） 2.8%

（49 ）

0.9%
（16）1.6%

（28 ）

66.6%
（1,159 ）

常勤
76.5%
（782）

非常勤
 16.8%
（172）

嘱託
6.7%
（68）

内訳

■１人配置
■２人配置
■３人配置
■４人配置
■５人以上配置
■未配置

 架け橋期のコーディネーター等を配置している都道府県は83.0％であった。

 架け橋期のコーディネーター等を配置している市町村は33.4%であった。



幼児教育センター設置  道府県一覧

1 北海道

２ 青森県

３ 岩手県

４ 宮城県

５ 秋田県

６ 福島県

７ 栃木県

８ 千葉県

９ 新潟県

10 富山県

11 石川県

12 山梨県

13 長野県

14 静岡県

15 愛知県

16 三重県

17 滋賀県

18 京都府

19 奈良県

20 鳥取県

21 島根県

22 岡山県

23 広島県

自主財源でセンターを設置※３

36 群馬県

37 福井県

38 大阪府

39 和歌山県

青色：補助等によりセンターを設置
（今後設置予定も含む。）

黄色：自主財源でセンターを設置
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※１ R７申請団体とは
「幼児教育推進体制等を活用した
  幼保小の架け橋プログラム促進事業」申請団体を指す。

※２ 上記の事業を活用する自治体数は70市区町村
（R7.4.1時点）

※３ R５幼児教育実態調査の結果より

※４ 市区町村におけるセンター設置数：97自治体
（R5幼児教育実態調査より）

24 山口県

25 徳島県

26 香川県

27 愛媛県

28 高知県

29 佐賀県

30 長崎県

31 熊本県

32 大分県

33 宮崎県

34 鹿児島県

35 沖縄県
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R７申請団体※１
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〇 一人一人の児童の実態や興味・関心に合わせた指導、児童の幼児教育施設での経験を意識し、
できるようになったこと・まだできないことを考慮した指導、児童が安心して活動できる教室環境
や授業構成など、幼児教育の考え方を参考にした指導への変化を回答する割合が増えた。

〇 幼児教育施設においては、小学校教育を見通し、人前で自分の意見や気持ちを話す機会の設定や、
小学校進学への興味や期待を膨らませる指導、子供自身が時間を意識できるような働きかけなど、
小学校の生活や学びへの接続に向けた指導への変化を回答する割合が増えた。

Q．今年度の幼保小の接続の取組を通して、貴園・貴校の先生による／ご自身の
子どもへの関わりや指導方法に変化はありましたか。



幼児教育の質については、OECD  Starting StrongⅡにおいて、以下のとおり示されている。

〇幼児教育の質：
「子供たちが心身ともに満たされ、より豊かに生きていくことを支える、
保育の場が準備する環境や経験の全て」

〇幼児教育の質は多元的で複合的なものであり、①志向性の質、②教育の概念と実践、
③構造の質、④実施運営の質、⑤相互作用あるいはプロセスの質、
⑥子供の成果の質といった諸側面を有する。

（イメージ図）

幼児教育の質について

OECD Starting StrongⅡ 質の側面 関連施策（それぞれの質を担保するための取組等）
①志向性の質
政府や自治体が示す方向性
・法律、規制、施策等

・教育基本法、学校教育法等
・教育振興基本計画
・幼児教育関連予算（、行政事業レビュー）

②教育の概念と実践
ナショナル・カリキュラム等で示される教育（保育）の概念や実践

・幼稚園教育要領等の３要領・指針（ねらい・内容）

③構造の質
物的・人的環境の全体的な構造
・人的環境：保育者の養成と研修、クラスサイズ、労働環境等
・物的環境：園舎や園庭、遊具や素材・教材等

・教育職員免許法等
・幼稚園設置基準（１学級の幼児数、園舎・運動場、
施設・設備等）

・幼稚園の環境整備のための予算措置
・幼児教育推進体制等を活用した架け橋促進事業（都道府
県等による研修の開催）

④実施運営の質
現場のニーズへの対応、質の向上、効果的なチーム形成等のための
運営
・研修参加の機会、実践の評価・省察の確保等

・学校教育法施行規則（自己評価・関係者評価）
・幼児教育推進体制等を活用した架け橋促進事業（都道府
県等による研修の開催）

⑤相互作用あるいはプロセスの質
保育者と幼児、幼児間、保育者間の関係性（相互作用）
・幼児の安心感、保育者の教育的意図などを含む、幼児と保育者と
の関係性

・幼稚園教育要領等の３要領・指針
・幼児教育推進体制等を活用した架け橋促進事業（都道府
県等による研修の開催）

⑥子供の成果の質 ・幼児教育の大規模縦断調査



こども政策の新たな推進体制に関する基本方針について（抄）
（令和３年12月21日閣議決定）

２）就学前の全てのこどもの育ちの保障
こども家庭庁は、就学前のこどもの健やかな成長のための環境

確保及びこどものある家庭における子育て支援に関する事務を所
掌し、幼稚園に通うこどもや、いずれの施設にも通っていない乳
幼児を含む、就学前の全てのこどもの育ちの保障を担う。また、
幼稚園、保育所、認定こども園（以下「３施設」という。）、家
庭、地域を含めた、政府内の取組を主導する（就学前のこどもの
育ちに係る基本的な指針（仮称）を新たに閣議決定し、これに基
づき強力に推進。）。
文部科学省は、幼児に対する教育の振興に関する基本的な施策

の企画及び立案並びに調整に関する事務を所掌し、就学前の全て
のこどもの小学校教育への円滑な接続に向けた各地域における体
制整備への支援等を担う。こども家庭庁が行う就学前のこどもの
健やかな成長のための環境確保及びこどものある家庭における子
育て支援に関する事務と緊密に連携して取り組む。





《虫を見つけたよ》

《どろんこ遊び》

幼児教育と小学校教育のつながりのイメージ

水を流したら、
山に道ができた。
もっと流したら、

どうなるのかな。

ここに穴を掘って
みようかな。 穴の中に入れた

水がなくなった！
なんでだろう…

もっとたくさん水を流して
みよう。このバケツの方が大
きいからこれを使おう。

じゃあ、ぼくももっと
大きなバケツで、水を
入れてみよう。

◆言葉による伝え合い
・相手の考えを受け取りながら、自分の考えを伝える。
・自分の思ったことや疑問を友達に伝える。
◆自立心
・分からないことや難しいことにも、粘り強く最後まで
やり遂げようとする。
◆思考力の芽生え
・不思議に思ったことや疑問に思ったことを尋ねたり、
進んで調べたりする。
・比べる、試す、工夫するなどして課題に取り組み、解
決に向けて主体的に取り組む。
◆協同性
・友達と助け合って、楽しく学習したり生活したりする。
◆数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚
・具体的な操作を通して、数の合成・分解をする。

幼児教育での姿 学校教育（小学校）での姿

◆自然との関わり・生命尊重
・動植物や身近な自然に触れ、育つ場所や環境
づくりに興味をもつ。
・世話や成長に関心をもち、愛着をもって大切に
育てる。
◆社会生活との関わり
・学校で学習する内容と自分の生活を結び付け
て、学習や生活に必要な情報を調べたり活用し
たりする。
◆協同性
・友達とアイデアを出し合い、協力してやり遂げる。
◆豊かな感性と表現
・絵や図、言葉や文で自分の思いや感じたことを
表現する。

バッタって何を
食べるのかな。
調べてみよう。

コオロギってどこに
いるのかな。バッタは草
むらでとんでたよね。

あの花壇の方にいたかも。

カマキリの手の動
きってこうだよね。
かっこいいよね。

【算数】 （単元名）
くらべてみよう。
（長さ・かさ・ひろさくらべ）

㋐ ㋑ ㋒

㋐に水を入れて、他の
入れ物に移して比べたら。

他のコップを使って、〇杯分
かで比べてみたらどう？

【生活科】 （単元名）
げんきにそだてわたしのはな

〇〇園で育てた野菜みたいに
葉っぱがギザギザしてるよ。

太陽がたくさんあたるところに
おいてあげよう。

大きくなるように、
水をあげよう。

これはバッタかな。
あの虫の本を見
てみよう。

静岡県掛川市教育委員会「かけがわ型育ちと学びのジョイントブック」より作成


